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５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
５年１

月
２月 ３月 4月 5月

取得者数 419 275 213 245 150 194 201 174 141 133 149 451 268

喪失者数 166 224 238 232 180 235 156 155 238 169 212 484 277

月末現在被保険者数 17,385 17,422 17,397 17,395 17,352 17,265 17,293 17,289 17,193 17,159 17,088 17,047 17,032
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◆５月の有効求人倍率は１.３4倍
◆月間有効求人数は１,３１９人、月間有効求職者数は９８１人
・新規求人数は４３８人と、前月に比べ６．０％の減少となり、前年同月比では８．４％の減少となり
ました。
・新規求人は主な産業別では前年同月比で卸売・小売業が１０５．０％増加した一方で､生活関連サービ
ス業・娯楽業が８０．０％、サービス業が３１．４％、運輸業が３０．０％、宿泊業・飲食サービス業
が２５．０％、医療・福祉が２１．４％、建設業が１７．０％、製造業が４．１％減少しました。
・新規求職申込件数は２１９人と、前月に比べ２９．６％減少し、前年同月比では５．２％減少しまし
た。
・このため、５月の当所管内における雇用失業情勢は、月間有効求人数１，３１９人に対し、月間有効
求職者数９８１人で、有効求人倍率は、１．３４倍となり、先月より０．０１ポイント増加しました。

ハローワーク築館管内の求人・求職者の動向
労働市場の動き（５月内容）

月号

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 ５年１月 ５年２月 ５年３月 ５年4月 ５年5月

有効求職者 976 993 910 900 909 906 857 802 836 933 942 1,009 981

有効求人数 1,318 1,368 1,405 1,441 1,441 1,425 1,400 1,363 1,442 1,442 1,439 1,344 1,319

求人倍率 1.35 1.38 1.54 1.60 1.59 1.57 1.63 1.70 1.72 1.55 1.53 1.33 1.34
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令和５年7月3日発行

ハローワークからのお知らせ

〇雇用関係助成金を電子申請しませんか？（特定求職者雇用開発助成金及び雇用

調整助成金は電子申請対象外で従来どおりの手続きとなります。）

・詳細は２～３ページをご覧願います。新システム機能に係る操作方法で不明な場合

は、申請者向けヘルプデスクも次のとおり開設されております。

電話番号：０５７０－０８１－８５７

利用可能時間：平日の９時３０分から１８時まで（年末年始を除く）

（注）各助成金の要件や助成内容等の助成金制度に係る問い合わせについては、従

来どおり宮城労働局助成金コーナー又は当所に連絡願います。

〇高年齢者雇用状況等報告書又は障害者雇用状況報告書の期限について

・提出期限が令和５年７月１４日（金）までとなっておりますので、未提出の事業所に

ついては、当所窓口にご提出願います。

なお、報告の対象となる事業所（一定の従業員数以上の事業所）については、既に

５月中に厚生労働省から該当事業所あてに書類が郵送されております。

・ご不明な場合は当所雇用状況報告担当 （0228-22-2531内線215）までご連絡願い
ます。






